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令和７年度普通交付税等の決定について 
                                    

 
 

  
 
 

  

１ 令和７年度の普通交付税等の額が、次のとおり決定された。 

 

（１）県 分                         （単位：千円、％） 
 

 
区   分 

令和７年度 

 

(A) 

令和６年度 

（当初算定） 

(B) 

増 減 額 

 

(C)＝(A)-(B) 

増減率 

 

(C)/(B) 

  

 普通交付税 131,972,394 133,618,739 ▲ 1,646,345 ▲ 1.2  

 臨時財政対策債 0 1,708,019 ▲ 1,708,019 皆減  

 普通交付税 

 ＋臨時財政対策債 
131,972,394 135,326,758 ▲ 3,354,364 ▲ 2.5 

 

 地方特例交付金 699,038 4,114,689 ▲3,415,651 ▲ 83.0  
 
 

（２）市町分                        （単位：千円、％） 
 

 
区   分 

令和７年度 

 

(A) 

 令和６年度 

（当初算定） 

  (B) 

増 減 額 

 

(C)＝(A)-(B) 

増減率 

 

(C)/(B) 

 

 普通交付税 104,540,167 104,668,934 ▲ 128,767 ▲0.1 

 臨時財政対策債 0 1,916,985 ▲1,916,985 皆減 

 普通交付税 

 ＋臨時財政対策債 
104,540,167 106,585,919 ▲ 2,045,752 ▲1.9 

 地方特例交付金  1,048,575 6,173,117 ▲5,124,542 ▲83.0 

 

参考 

１ 地方特例交付金とは 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（いわゆる住宅ローン減税）及び定額減税（令和６年度

及び７年度に限る）の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡する個人住民税減収補塡特例交付金 

 

２ 臨時財政対策債とは 

国の交付税特別会計の財源不足に対応するため、交付税特別会計借入金方式にかえて、特例として地方

が発行するいわゆる赤字地方債で、その償還額全額が交付税で措置されるもの。 

令和７年７月２９日 

（県分） 財政課長   斉藤 

外線：076-225-1255（内線：3440） 

（市町分）市町支援課長 松田 

外線：076-225-1280（内線：3540） 
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２ 県 分 

（１）普通交付税 

   ① 令和７年度普通交付税決定額 

                             （単位：千円、％） 

 区     分 令和７年度 令和６年度 増 減 額 増減率 
 
 
   （当初算定）   

            ａ         ｂ    ｃ＝ａ－ｂ    ｃ／ｂ 

基準財政需要額 A 283,886,161 278,746,590 5,139,571 1.8 

     
 

 
うち臨財債振替額 B 0 1,708,019 ▲ 1,708,019 皆減 

     基準財政収入額 C  

B 

151,764,591 143,228,884 

 

8,535,707 6.0 
     
          
交付基準額 A-B-C=D 132,121,570 133,809,687 ▲ 1,688,117 ▲ 1.3 
          
     
調整額     E  

D 

149,176 190,948 ▲ 41,772 ▲ 21.9 
     
交付決定額 D-E=F 131,972,394 133,618,739 ▲ 1,646,345 ▲ 1.2 

実質交付税 F+B=G 131,972,394 135,326,758 ▲ 3,354,364 ▲ 2.5 

      

令和７年度の普通交付税は、131,972,394千円であり、令和６年度に比べ1,646,345

千円、1.2％の減となり、基準財政需要額の一部を振り替えた臨時財政対策債を含め

た実質交付税ベースでは、同額の131,972,394千円で、令和６年度に比べ3,354,364千

円、2.5％の減となっている。 

 

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）は、給与費の増などにより、5,139,571

千円、1.8％の増となった。 

 

基準財政収入額は、法人関係税の増などにより、8,535,707千円、6.0％の増となっ

た。 

 

② 今後の交付額 

ア 決 定 額      131,972,394千円 

イ 既 交 付 額       67,206,164千円 

ウ 差引今後交付額          64,766,230千円（９月、11月に各半額） 

 

 

（２） 臨時財政対策債発行可能額                               0千円 

（令和６年度   1,708,019千円） 

 

 

（３） 地方特例交付金決定額                           699,038千円 

（令和６年度  4,114,689千円） 

個人県民税における定額減税の実施に伴う減収を補塡する特例交付金の減により、

3,415,651千円、83.0％の減となった。 

全国伸率 

(交付団体) 

1.7 

皆減 

4.6 

   0.4 

 ▲2.1 
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３ 市町分 

（１）普通交付税 

① 令和７年度普通交付税決定額 

     （単位：千円、％） 

 区     分 令和７年度 令和６年度 

（当初算定） 
増 減 額 増減率  

 
            ａ         ｂ    ｃ＝ａ－ｂ    ｃ／ｂ 

基準財政需要額 A 278,875,818 272,023,836 6,851,982 2.5 

  うち臨財債振替額 B 0 1,916,985 ▲ 1,916,985 皆減 

基準財政収入額 C 174,189,108 165,251,746 8,937,362 5.4 

交付基準額 A-B-C=D 104,686,710 104,855,105 ▲168,395 ▲0.2 

調整額     E 146,543 186,171 ▲ 39,628 ▲21.3 

交付決定額 D-E=F 104,540,167 104,668,934 ▲ 128,767 ▲0.1 

実質交付税 F+B=G 104,540,167 106,585,919 ▲2,045,752 ▲1.9 
  

 

令和７年度の普通交付税（市町分）は、104,540,167千円であり、令和６年度に比べ 
128,767千円の減とほぼ横ばい、基準財政需要額の一部を振り替えた臨時財政対策債を
含めた実質交付税ベースでは、同額の104,540,167千円で、令和６年度に比べ、 
2,045,752千円、1.9％の減となっている。 
 
基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）は、給与費の増などにより、6,851,982千

円、2.5％の増となった。 
 
基準財政収入額は、市町村民税や固定資産税などの増により、8,937,362千円、5.4％

の増となった。 
 

② 市町ごとの実質交付税額（４ページ参照） 
 ・増加団体 11団体 
 ・減少団体  8団体 

 
③ 今後の交付額 

ア 決 定 額      104,540,167 千円 
イ 既 交 付 額      52,572,916 千円 

ウ 差引今後交付額       51,967,251 千円（９月、11月に各半額） 

 
（２） 臨時財政対策債発行可能額                            0 千円 
                                           （令和６年度  1,916,985 千円） 
 

（３）  地方特例交付金決定額               1,048,575 千円 
                                   （令和６年度   6,173,117 千円） 

個人市町村民税における定額減税の実施に伴う減収を補塡する特例交付金が大幅減と
なったことにより、5,124,542千円、83.0％の減となった。 

全国伸率 

(交付団体) 

2.1 

 

 

  

皆減 

3.2 

   2.8 

0.2 



(単位：千円、％)

R7 R6
対前年度
増減率

R7 R6
対前年度
増減率

R7 R6
対前年度
増減率

a b a/b c d c/d e (=a+c) f (=b+d) e/f

金 沢 市 12,173,415 13,463,141 ▲ 9.6 0 1,148,812 ▲ 100.0 12,173,415 14,611,953 ▲ 16.7

七 尾 市 8,745,995 8,664,691 0.9 0 54,049 ▲ 100.0 8,745,995 8,718,740 0.3

小 松 市 7,607,546 8,004,162 ▲ 5.0 0 128,196 ▲ 100.0 7,607,546 8,132,358 ▲ 6.5

輪 島 市 8,672,975 8,194,683 5.8 0 22,772 ▲ 100.0 8,672,975 8,217,455 5.5

珠 洲 市 5,338,089 4,989,810 7.0 0 13,301 ▲ 100.0 5,338,089 5,003,111 6.7

加 賀 市 6,813,288 7,278,397 ▲ 6.4 0 73,831 ▲ 100.0 6,813,288 7,352,228 ▲ 7.3

羽 咋 市 3,792,731 3,748,074 1.2 0 20,023 ▲ 100.0 3,792,731 3,768,097 0.7

か ほ く 市 5,661,575 5,358,172 5.7 0 30,240 ▲ 100.0 5,661,575 5,388,412 5.1

白 山 市 10,599,313 10,649,700 ▲ 0.5 0 143,735 ▲ 100.0 10,599,313 10,793,435 ▲ 1.8

能 美 市 4,257,126 4,428,223 ▲ 3.9 0 67,514 ▲ 100.0 4,257,126 4,495,737 ▲ 5.3

野 々 市 市 2,232,380 2,182,570 2.3 0 62,263 ▲ 100.0 2,232,380 2,244,833 ▲ 0.6

川 北 町 1,114,517 1,040,769 7.1 0 10,534 ▲ 100.0 1,114,517 1,051,303 6.0

津 幡 町 3,539,767 3,579,400 ▲ 1.1 0 36,190 ▲ 100.0 3,539,767 3,615,590 ▲ 2.1

内 灘 町 2,766,344 2,656,071 4.2 0 21,290 ▲ 100.0 2,766,344 2,677,361 3.3

志 賀 町 3,317,831 3,220,758 3.0 0 29,771 ▲ 100.0 3,317,831 3,250,529 2.1

宝 達
志 水 町

3,294,692 3,218,641 2.4 0 14,821 ▲ 100.0 3,294,692 3,233,462 1.9

中 能 登 町 4,183,213 4,233,373 ▲ 1.2 0 14,618 ▲ 100.0 4,183,213 4,247,991 ▲ 1.5

穴 水 町 3,006,871 2,930,363 2.6 0 8,779 ▲ 100.0 3,006,871 2,939,142 2.3

能 登 町 7,422,499 6,827,936 8.7 0 16,246 ▲ 100.0 7,422,499 6,844,182 8.4

県 計 104,540,167 104,668,934 ▲ 0.1 0 1,916,985 ▲ 100.0 104,540,167 106,585,919 ▲ 1.9

令和７年度　普通交付税＋臨財債発行可能額について

市町名

交 付 税 + 臨 財 債普 通 交 付 税 臨 時 財 政 対 策 債
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